
①物価高騰の影響を受けた事業者等への支援                                                          　単位：千円

事　業　名 金額 説　　明

（新規）
電力価格高騰対策・再エネ
導入支援

グリーンイノベーション
推　　　　進　　　　課

（新規）
物価高騰対策に取り組む医
療・介護・福祉施設支援

健 康 福 祉 課

医 務 課

介 護 高 齢 課

障 害 政 策 課

薬 務 課

（新規）
生活困窮者支援に取り組む
ＮＰＯ法人等に対する活動
支援

健 康 福 祉 課

令和４年度９月補正予算（追加提案分）事業一覧

2,030,000

○エネルギー価格高騰の影響緩和と脱炭素化に向けた取組を後押
しするため、中小企業者や個人が太陽光発電設備や蓄電池を導入
する際の経費の一部を補助。
　・補助対象者　：中小企業者、個人
　・補助対象設備：太陽光発電設備、蓄電池
　・補助単価　　：定額
　　＜中小企業者＞200社分（1社あたり太陽光100kW･蓄電池
　　　　　　　　　　　　　 100kWh導入の想定）
　　・太陽光発電設備：①4万円/kW（②に該当する場合以外）

　　　　　　　　　　　②5万円/kW（PPA※・リースで蓄電池とセット導入）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　※PPA（Power Purchase Agreement）：電力販売契約

　　・蓄電池　　　　：6.3万円/kWh
　　＜個人＞4,000世帯分
　　・太陽光発電設備：5万円/世帯
　　・蓄電池　　　　：10万円/世帯

○物価高騰の影響を価格転嫁できない医療、介護施設等のうち、
価格高騰対策（経費削減など施設運営の工夫）を策定し、対策を
公表する施設に対し、支援金を支給。
　・給付金　 2,167,230千円

　

　・事務関係費　34,769千円

2,201,999

4,680

〇コロナ禍における物価高騰等の影響を受ける生活困窮者を支援
するため、体制づくり及びＮＰＯ法人等（フードバンクなど）に
対する活動支援を行う。

①支援の連携体制等の検討会設置　1,180千円
②ＮＰＯ法人等への助成金　3,500千円
　助成対象：生活困窮者支援を行うＮＰＯ法人等
　助成内容：設備整備や、食料・日用品等の
　　　　　　物資支援に必要な物品購入費等
　積　　算：7法人×500千円（上限）

支援額

医療機関等

病院・有床診療所 ３０千円/床

無床診療所、歯科診療所 １００千円/施設

薬局、助産所、施術所 ５０千円/施設

高齢者、障害福祉施設等

入所施設 １５千円/人（定員）

通所系施設 ２００千円/施設

訪問系施設 ２０千円/施設

救護施設等 １５千円/人（定員）

支援対象



事　業　名 金額 説　　明

（新規）
電気料金高騰対策土地改良
区重点支援

農 村 整 備 課

デジタルイノベーション加
速化

未来投資・デジタル産業課

②愛郷ぐんま全国割                                                     

事　業　名 金額 説　　明

愛郷ぐんま全国割
（全国旅行支援）

観 光 魅 力 創 出 課

126,000

○コロナ禍や物価高騰のなか、県経済の持続的な競争力強化に向
け、最先端のテクノロジーやＡＩ・ロボット等を活用した「ビジ
ネスモデル」の構築等により、県内産業のデジタルイノベーショ
ンを加速化する。

①デジタルイノベーション加速化補助金（追加枠）96,000千円
 ［192,000千円(５月補正)＋96,000千円(今回) ＝288,000千円］

　デジタル技術やロボットを活用したイノベーション創出への実
証・実装事業への補助（３者以上のコンソーシアム）
　30,000千円×3事業（補助率2/3以内）
 　2,000千円×3事業（定額補助）※県内スタートアップの加算

②ぐんまDigital・Land（仮称）30,000千円
　Ｇ７デジタル・技術大臣会合を見据え、最先端テクノロジーに
触れ、未来の社会を創造するための体験型イベントを実施（展示
会、体験コーナー、セミナー、分科会）

6,670,000

〇新型コロナウイルス感染拡大の影響により深刻なダメージを受
ける観光産業に対し、国の方針に基づいて全都道府県民を対象と
した宿泊費等割引事業「愛郷ぐんま全国割」を実施。

・実施期間　：R4.10.11～12.20
・割引対象者：日本国内居住者で以下のいずれかに該当する方
　　　　　　　①ワクチン３回接種済
　　　　　　　②ＰＣＲ検査等陰性
　　　　　　　③年齢11歳以下
・割引率　  ：40％
・割引上限額：①交通付宿泊旅行商品の場合　8,000円
              ②①以外の場合　　　　　5,000円
　※合わせて地域クーポンを発行　　平日3,000円
　　　　　　　　　　　　　　　　　休日1,000円

49,750

○電気料金高騰の影響を受け、運営に支障を来している土地改良
区に対し、農業用水の供給にかかる電気料金高騰分について支
援。

　・補 助 対 象 ：県内の農業水利施設を管理している土地改
                  良区のうち、特に電気を使う揚水機と加圧
                  機を所有または管理し、かんがい期に常時
　　　　　　　　　稼働させている10土地改良区
　・補助対象経費：揚水機と加圧機にかかる令和４年度の電気
                  料金のうち、前年度からの高騰分
　・補　助　率　：1/2



③マイナンバーカード取得促進                                                  

事　業　名 金額 説　　明

マイナンバーカード取得促
進

業 務 プ ロ セ ス 改 革 課

174,538

○低迷する本県マイナンバーカードの交付状況を打開するため、
県下一斉にカード申請を促進する。カードとポイントの申請サ
ポート窓口を県内各地に設置するほか、窓口の周知やカード取得
を促すための広報活動等を市町村と連携し実施。
　・窓口設置箇所：12市と吾妻郡内の商業施設
　・特設サイト開設や折り込み広告等による広報活動を実施
　・カード保有者に対して抽選で特産品等をプレゼント
　・サポート窓口で申請した者に対して500円分の金券を配布


